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汀導入で変わる地域医療連携
電子カルテ導入やネット活用が広がるなか,地域医療連携や医事会計の

システムが様変わりしつつある｡長崎市で開かれた第22回日本臨床内科医

学会(会長-長崎県臨床内科医会･迫龍二会長/はざま神経内科･内科医

院院長)のシンポジウム｢lTと医療｣ (座長-長崎県臨床内科医会･原田知行

理事,高村邦彦理事)では,メーリングリストを活用し,在宅での看取りを

グループ診療で支える長崎在宅Dr.ネット,電子カルテの閲覧サービスを提

供する｢あじさいネット｣の活動が注目を集めた｡また, 2011年に義務化さ

れるレセプトオンライン請求のメリットデメリットが議論された｡



～長崎在宅Dr.ネット～

一両日中に主治医を決定

長崎市近郊で医師の相互協力によ

る在宅医療の受け皿となる組織とし

て2003年, NPO長崎在宅Dr.ネット

が設立されてから5年｡グループ診

療とメーリングリスト(ML)の活用を

柱とする活動の実際について,長崎

在宅Dr.ネット事務局長を務める白髭

内科医院の白髭豊院長が発表｡今年

2月までに175例の主治医紹介の依

頼を受け,平均0.81日で主治医が決

定しており,在宅緩和ケアの普及な

どへの効果が現れているという｡

頑張らない在宅ケアを目指す

NPO長崎在宅Dr.ネットは,開業

医が外来診療しながら,大きな負担

感なく訪問診療ができるシステムづ

くりを目指し, ①24時間･ 365日対応

可能②電子メール(ML)による連携

可能-の2つを参加条件とし,主治

医を複数の医師がバックアップする

グループ診療体制を構築｡ 2008年4

月現在,訪問診療に対応する連携医

(主治医,副主治医)65人眼科,皮

膚科などの協力医37人,病診連携に

携わる病院医師36人　総計138人が

メンバーとして活動している｡

事業内容は,退院後に在宅療養に

移行する患者の主治医が見つからな

い場合に,登録メンバーのなかから

主治医,副主治医を紹介する｡事務

局が依頼を受けた患者情報を市内5

地区に配置したコーディネーター医

154例中116例が死亡しており,うち

在宅死が48例と約4割を占めてい

た｡ _

2007年春からは,がん診療連携拠

点病院の緩和ケアカンファレンスに

;;ンバーが参加し,-在宅移行を検討

中の患者情報をMLで報告するよう

になった｡ 2008年からは地域連携に

熱心な拠点病院の医師らがメンバー

に加わり, ML上で直接在宅主治医

を募るようになった｡このように患

者の情報源が広がり, 2008年春以降

は在宅移行の登録症例が月間平均3

例から9例へと3倍に増えたという｡

小規模MLで新人医師をサポート

2007年8-10月には,在宅移行す

る末期がん患者の在宅主治医となる

新人医師をサポートするために,荏

宅副主治医3人　緩和ケア医1人,

病院の主治医1人を含む6人の小規

模MLを編成｡ 65日間で,合計155通

のメール(退院前42通,退院後113通)

が交換され,退院支援や在宅医療に

ついて助言を行った(義)0

症例単位の小規模MLは,症例に

関する細やかで具体的な相談に有用

で,グループ診療で情報共有ができ

にくい副主治医も経過がリアルタイ

ムで把握できるなど利点が多いとい

う｡ 2008年1月以降に在宅移行した

35例中10例で小規模MLが作成され

ている｡

師に伝達｡コ-デイネ-　　く表)小規模MLの例(訪問日ごとの情報提供)

タ-医師は患者個人が特

定されないよう配慮して

疾患,居住地などの情報

をMLに提示し,手上げ

方式で主治医,副主治医

を募り決定する｡今年2

月までに175例の依頼が

あり,その8割以上は一

両日中に主治医が決定し

た｡また,追跡できた


